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地域総合整備資金（ふるさと融資）について

産 業 政 策 課

１ 補正の理由

貸付先からの一部繰上償還及び県債の借入条件確定により、特別会計における貸付金

の財源である県債の元利償還金及び一般会計から特別会計への繰出金を減額補正する。

２ 概 要

（１）貸付金の繰上償還

・貸 付 先 名 ユナイテッドリニューアブルエナジー株式会社

・繰 上 償 還 額 ５２,０００千円

（２）県債の借入条件の確定

・償還利子の減額 △６８,８３９千円

３ 予算額

（１）地域総合整備資金特別会計 △１６,８３９千円

内 訳 （単位：千円）

区 分 当 初 補正額 補正後

償還元金 １,２５７,７０９ ５２,０００ １,３０９,７０９

償還利子 １００,２６２ △６８,８３９ ３１,４２３

合 計 １,３５７,９７１ △１６,８３９ １,３４１,１３２

（２）一般会計 △６８,８３９千円

（地域総合整備資金特別会計への繰出金）

内 訳 （単位：千円）

区 分 当 初 補正額 補正後

繰出金 １００,２６２ △６８,８３９ ３１,４２３(利子分)

（参考）地域総合整備資金貸付制度概要

民間事業者等が行う地域振興に資する事業に係る設備投資に要する費用の一部につ

いて、無利子資金の貸付けを行う。

・貸付対象者 法人格を有する民間事業者等

・貸付限度額 貸付対象費用から補助金を除いた額の３５％以内（上限４２億円）

※過疎地域等の一部地域における事業は４５％以内（上限５２億円）

・雇 用 要 件 新規雇用１０人以上（再生可能エネルギー電気事業は１人以上）

・貸 付 利 率 無利子

・貸 付 期 間 １５年以内（据置期間５年以内を含む）の元金均等半年賦償還

・財 源 地方債 ※地方債に係る利子の７５％は特別交付税措置の対象
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産業技術センター施設・設備整備費について 

 

地域産業振興課 

 

 

１ 補正の理由 

  国の電源立地地域対策交付金を活用した産業技術センターにおける施設・設

備整備に係る経費について、契約実績に基づき予算を減額補正するとともに、

同交付金を活用し、老朽化した機器を更新するため、増額補正する。  

 

 

２ 概 要                       

（１）補正の内容                    △４,６１９千円 

 

①  減額補正                     △８,８３１千円 

  ・産業技術センター空調工事             △２,３４５千円 

（当初 ３２,３３５千円 → 補正後 ２９,９９０千円） 

  ・粘度計、表面張力計等１１機器           △６,４８６千円  

（当初１１７,３８５千円 → 補正後１１０,８９９千円） 

                           

②  増額補正                      ４,２１２千円  

  ・高速精密切断装置の更新               ４,２１２千円  

    企業等が製作した製品サンプルや金属等の材料を精密に切断する装置。 

                 

 

（２）予算額 

   ・当 初  １４９,７２０千円（全額 ）  

   ・補正額   △４,６１９千円（全額 ）  

   ・補正後  １４５,１０１千円（全額 ）  

 

【参考】高速精密切断装置  
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《 参 考 》 

 
電源立地地域対策交付金を活用した事業について 

 

１ 概 要 
  本県では、国の電源立地地域対策交付金を活用し、産業振興のほか、環境維  

持のための設備整備などを行っている。  

※ 「電源立地地域対策交付金」について  

  本県の移出電力量（県内発電電力量－県内消費電力量）に交付単価を乗じ  

て得た金額が国から交付され、産業振興等に活用することとされている。  

 ※ 平成２９年度の本県への交付限度額 ２６９,４３２千円  

 

２ 内 容 

  電源立地地域対策交付金を有効活用するため、当初予算で措置した事業につ
いて、契約実績に基づき予算を減額補正するとともに、更新等を要する機器を
整備するため、増額補正する。  

 

（１）当初予算の状況（交付金充当額）            【単位：千円】                     
所管課  当初予算  実績見込  増減  備考  

地域産業振興課  149,720 140,889 △8,831 産業技術ｾﾝﾀｰ施設・設備整備費  

24,450 23,659 △791 事業化ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ事業の人件費等  

 小計  174,170 164,548 △9,622  

産業集積課  5,676 5,676 0 企業誘致の広報関係費  

雇用労働政策課  21,711 15,941 △5,770 秋田技術専門校等機器購入  

秋田うまいもの販売課  30,426 30,015 △411 総合食品研究ｾﾝﾀｰ機器購入  

健康推進課  13,983 13,983 0 総合保健ｾﾝﾀｰ等機器購入  

環境管理課  5,446 3,111 △2,335 船川局等の大気観測機器購入  

農林政策課  16,788 15,358 △1,430 農業試験場等機器購入  

畜産振興課  1,231 1,231 0 南部家畜保健衛生所機器購入  

合 計  269,431 249,863 △19,568  

 

（２）９月補正予算の状況（交付金充当額）           【単位：千円】                     

所管課  減額分  増額分  補正額  備考  

地域産業振興課  △8,831 4,212 △4,619 実績減、産業技術ｾﾝﾀｰ機器購入  

△791 0 △791 事業化ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ事業の人件費実績減等  

 小計  △9,622 4,212 △5,410  

産業集積課  0 0 0 補正なし  

雇用労働政策課  △5,770 1,731 △4,039 実績減、鷹巣技術専門校機器購入  

秋田うまいもの販売課  △411 2,143 1,732 実績減、総合食品研究ｾﾝﾀｰ機器購入  

健康推進課  0 0 0 補正なし  

環境管理課  △2,335 3,620 1,285 実績減、健康環境ｾﾝﾀｰ等機器購入  

農林政策課  △1,430 6,253 4,823 実績減、農業試験場等機器購入  

畜産振興課  0 1,610 1,610 中央家畜保健衛生所機器購入  

合 計  △19,568 19,569 1  
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本社機能等移転促進事業について 

 

 産 業 集 積 課 

 

 

１ 補正の理由 

  昨年度、本県に本社機能等を移転した企業について、確定した初年度人件費

分の助成を行うため、予算を増額補正する。 

 

２ 概 要 

（１）補正予算額       １,４４０千円（補助金） 

（当初０千円 → 補正後１,４４０千円) 

 

（２）対象件数             １件  

 

                         

《 参 考 》 

 

○補助内訳 

     

企業名 事業 

所在地 

本社機能

等移転 

年月日 

移転対象 

経費 

 

（千円） 

移転経費 

補助額 

 

（千円） 

初年度 

人件費 

 

（千円） 

補助 

対象 

人数 

初年度 

人件費 

補助額 

（千円） 

予算額 

 

 

（千円） 

株式会社

エスツー 

秋田市 平成 28 年

6 月１日 

(60,272) 

 

(24,108) 

H28 交付済 

3,600 １人 1,440 1,440 

 
 
  ○本社機能等移転促進事業補助金制度 

・対 象 企 業：県内に本社機能等を移転し、本店登記するもの 
（ただし、登記については案件に応じて協議） 

・対 象 要 件：県内への本社機能等移転に伴う増加常用雇用者２人以上 
・対 象 経 費：移転に要する事務経費、建物及び付属設備、一般設備、 

生産設備、従業員の転居等に要する費用、新規常用雇用 
者の初年度人件費（役員は除く） 

・補 助 率：４０％以内 
・限 度 額：４千万円 
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地形･路線測量

詳 細 設 計
※ ９ 月 補 正

環境整備工事

項 目

平成２９年度 平成３０年度

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

秋田港飯島地区工業用地整備事業について  

 

産 業 集 積 課  

 

 

１ 補正の理由 

  秋田湾産業新拠点の立地促進を図るため、分譲用地敷地内の排水路等の環  

境整備を進める。  

 

２ 概 要 

  分譲予定地について、表面排水処理のための排水路及び管理用道路の詳細

設計を行う。  

①排水路    幅３００㎜  

②管理用道路  幅員３ｍ・延長５６０ｍ  

 

３ 予算額  

             ５,０７６千円（委託料）  

 

《 参 考 》 

 

 ○位置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○工程表  

 

 

5



 

職業能力開発校設備整備事業について 

（職業能力開発支援事業） 

 

雇用労働政策課  

 

 

１ 補正の理由  

  国の電源立地地域対策交付金を活用した技術専門校における設備整備に係

る経費について、契約実績に基づき予算を減額補正するとともに、同交付金を

活用し、鷹巣技術専門校住宅建築科の機器を整備するため、増額補正する。 

 

 

２ 概 要 

（１） 補正の内容                     △４,９８９千円 

①  減額補正                     

・ワイヤカット放電加工機等３機器        △６,７２１千円 

                  （○国 △５,７７０ ○一  △９５１） 

         当初２２，６６２千円 → 補正後１５，９４１千円  

うち交付金   当初２１，７１１千円 → 補正後１５，９４１千円  

うち一般財源 当初   ９５１千円 → 補正後     ０千円  

 

②  増額補正 

・訓練・実習に必要な機器の整備           １,７３２千円 

（○国 １,７３１ ○一 １） 

   高圧エアコンプレッサ（２台）          ３５７千円 

プロジェクター（１式）             ８６２千円 

レーザーレベル（１台）             １３０千円 

軽量自動壁紙糊付機（１台）           ３８３千円 

 

 

（２） 予算額 

・当 初   ４７,８４８千円（○国 ３３,３３１ ○一 １４,５１７） 

・補正額   △４,９８９千円（○国 △４,０３９ ○一   △９５０） 

・補正後   ４２,８５９千円（○国 ２９,２９２ ○一 １３,５６７） 
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